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令和2年度大田静間道路鳥井地区外地質調査業務

 業務場所：島根県大田市久手町刺鹿地内

～大田市仁摩町大国 地内

 履行期間：令和2年 9月10日

～ 令和3年 6月30日

 発注者：国土交通省 中国地方整備局

松江国道事務所

 受注者：株式会社共立エンジニヤ

 概要

本業務は、一般国道9号大田静間道路の静間地区
～長久地区及び静間仁摩道路の五十猛地区～宅野
地区において、計画路線の地質状況を詳細に把握
することを目的とした地質調査業務。

調査の基本方針は道路詳細設計・構造物詳細設
計の基礎資料とする。また、五十猛トンネル終点
坑口部調査では地質リスク評価を検討作成した。



長久地区法面調査

地下水モニタリング

垂水高架橋A2橋台基礎調査

静間高架橋軟弱地盤調査

宅野切土部岩調査

五十猛TN終点坑口部調査
五十猛西部法面調査

*国土交通省 中国地方整備局松江国道事務所
ホームページより引用

調査ボーリング(2箇所)

【長久地区・法面調査】
◆OS02B-1-1L (No.263+30 R35.00m)

法面 L=18.0m

◆OS02B-1-2L (No.263+70 R55.00m)
法面 L=23.0m

調査ボーリング(3箇所)

【地下水モニタリング】
◆OS02B-1-1S (No.273+35 R17.00m)

観測 L= 8.0m

◆OS02B-1-2S (No.273+80 L32.00m)
観測 L=16.0m

◆OS02B-1-3S (No.274+80 R20.00m)
観測 L= 8.0m

調査ボーリング(1箇所)

【垂水高架橋A2・橋台基礎調査】
◆OS02B-1-1B (No.286+98.5 L9.27m)

橋台基礎 L=12.0m

調査ボーリング(1箇所)

【静間高架橋・軟弱地盤調査】
◆SN02B-1-1F (No.302+8.2 R149.70m)

盛土 L=10.0m

簡易貫入試験(16箇所)

【五十猛トンネル・終点坑口部調査】
◆ KPNo.1 L=1.63m ◆ KPNo.7 L=3.86m ◆ KPNo.13 L=1.13m
◆ KPNo.2 L=1.38m ◆ KPNo.8 L=4.14m ◆ KPNo.14 L=1.53m
◆ KPNo.3 L=0.89m ◆ KPNo.9 L=3.97m ◆ KPNo.15 L=2.06m
◆ KPNo.4 L=1.31m ◆ KPNo.10 L=2.85m ◆ KPNo.16 L=2.63m
◆ KPNo.5 L=1.06m ◆ KPNo.11 L=2.89m
◆ KPNo.6-2 L=0.85m ◆ KPNo.12 L=1.64m

調査ボーリング(2箇所)

【宅野切土部・岩調査】
◆SN02B-1-1C (No.345+20 L56.90m)

切土 L=32.0m

◆SN02B-1-2C (No.345+20 R23.50m)
切土 L=22.0m

調査ボーリング(2箇所)

【五十猛トンネル・終点坑口部調査】
◆SN02B-1-1W (No.315+76.3 L17.83m)

擁壁 L=9.0m

◆SN02B-1-2W (No.315+65.3 L31.82m)

擁壁 L=8.0m

調査ボーリング(1箇所)

【五十猛西部・法面調査】
◆SN02B-1-1L (No.336+69 L17.56m)

法面 L=8.0m



路線 調査対象 孔名 調査目的 主な調査内容

大
田
静
間
道
路

長久地区
法面調査

OS02B-1-1L
斜面対策として、アンカー
設計に必要となる地質状況
を把握するため

調査ボーリング
標準貫入試験

OS02B-1-2L

地下水
モニタリング

OS02B-1-1S

重金属出現エリアにおける
地下水観測用の観測孔設置
するため

調査ボーリング
現場透水試験
観測孔設置

OS02B-1-2S

OS02B-1-3S

垂水高架橋A2

橋台基礎調査
OS02B-1-1B

施工段階における土軟硬(軟
岩と中硬岩)の分布範囲を把
握するため

調査ボーリング
標準貫入試験

静
間
仁
摩
道
路

静間高架橋
軟弱地盤調査

SN02B-1-1F

軟弱地盤解析を行う上で、
基礎地盤のせん断定数や地
層分布の状況を把握するた
め

調査ボーリング
標準貫入試験
サンプリング
土質試験

五十猛トンネル
終点坑口部調査

SN02B-1-1W 擁壁計画位置背後の谷底堆
積物の分布及び帯水層の位
置、支持地盤の構成を把握
するため

調査ボーリング
標準貫入試験
簡易貫入試験
土質試験SN02B-1-2W

五十猛西部
法面調査

SN02B-1-1L
切土法面崩壊地における対
策工法の設計に必要となる
地質状況を把握するため

調査ボーリング
標準貫入試験

宅野切土部
岩調査

SN02B-1-1C
切土施工箇所における過年
度にて想定された軟岩Ⅰの
分布の把握及び切土勾配の
設定するため

調査ボーリング
標準貫入試験

SN02B-1-2C

 五十猛TN終点坑口部調査

五十猛トンネル坑口部の下り車線の谷地形には大型ブ
ロックによる擁壁が計画されていた。

調査時は大型土嚢による仮設養生が施されており湧水
が常時認められた。切土背後には緩い崩積土が想定され、
擁壁施工時の床掘面が不安定化する可能性があった。

このことから、擁壁の支持層の把握を目的として、調
査ボーリングを2箇所実施。加えて、地質リスク発現に伴
い、地質リスク業務として検討が必要となった。調査範
囲の崩積土の層厚を詳細に把握するため、範囲をメッ
シュに分割し、簡易動的コーン貫入試験を計16箇所実施
した。

No315+80～315+90、坑口左の谷部切土斜面 拡大崩壊
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地質リスクマネジメント
本業務における流れ

（土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドラインP27より）

1. 地質リスクの目的

➢ 地質リスクとは

➢ 地質リスク業務の適用に
ついて

2. 計画の立案

➢ リスク基準の設定

➢ 地質リスクの列挙と調査
方針設定

3. １次調査

➢ 調査ボーリング結果

➢ １次調査時点でのリスク
列挙

4. ２次調査

➢ 追加調査結果

➢ 地質・地盤条件等の調査

5. リスクの抽出

6. リスクの特定

7. リスク分析

8. リスク評価

9. リスク対応評価

➢ １次評価

➢ ２次評価

10. 情報引継ぎ票の作成



1. 地質リスクの目的
地質リスクとは

◆ 地質・地盤リスクとは

「当該事業の目的に対する地質・地盤にかかわる不確実性の影響。

計画や想定との乖離によって生じる影響。」

◆ 地質・地盤の不確実性

「地質・地盤をリスク要因とする事象、その結果またはその起こりやすさに関する情報、

理解または知識が、たとえ部分的にでも欠落している状態。

地質・地盤条件の情報不足、推定・想定との乖離。」

（土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドラインP11より）



地質リスク業務の適用について

「どのような構造物でも基礎は地盤と接するため、大小にかかわらず地質リスクが存在する。しかし、事業に
よっては、事業への影響が軽微である場合や事業規模が小規模で地質リスクマネジメントによる経済的な効果等
が期待されない場合もある。地質リスク検討を実施すべき事業はガイドラインを参考に下記のとおりとする。た
だし、小規模な事業であっても、周辺や同類の地形地質で地質リスクが発現した事例がある場合には、事業の
できる限り初期段階で地質リスクを抽出し、対応策を検討することが望ましい。

・大規模な掘削や地形改変を伴う事業（ダム、規模の大きい橋梁・切盛土工・トンネル等）

・周辺に様々な施設が近接する事業（都市部での地下工事、各種施設の直近での掘削工事等）

・地下水に影響を与える可能性のある事業

・自然由来の重金属等を含む可能性がある地質の箇所での事業

・地すべり、崩壊、土石流等の災害危険箇所での事業

・軟弱地盤、液状化しやすい地層等の脆弱な地盤の箇所での事業等」

「地質リスク低減のための調査・設計マニュアル(案)改訂版、令和3年3月、国土交通省近畿地方整備局」P7より

当区間は、地質リスクが発現した段階が施工中ではあるが、上記の軟弱地盤、崩壊、自然由来の重金属等を含
む可能性がある地層に該当し、地質リスク業務として、検討を進める必要があると考えられる。



既往資料によりリスクの可能性を整理



2.  計画の立案
リスク基準の設定

地質・地盤リスクマネジメントの目的・対象等に照らし
て、地質・地盤リスクの重大性を評価し意思決定の目
安とするためのリスク基準を設定する。

リスク基準は、後述するリスク評価において、リスクレ
ベルと照らして対応方針が決定される。そのため、対
象事業において、各段階で決定しなければならない
事項またはそれに伴う制約条件をリスク基準とする。

この段階での地質リスク調査
検討業務に相当

地質リスク調査検討

建設事業における地質リスク関連業務の位置づけ

地質リスク調査検討業務 発注ガイド（2016版）全国地質調査業協会連合会 より引用

基準項目条件 基準 備考

リスク対応期間 令和３～４年度内 施工期間中早期

リスク対応の用地制約 追加買収可能 範囲による

リスク対応コスト 通常の施工費用内

環境条件
施工での環境影響が
生じない対応とする

地質リスク調査検討

地質リスク調査検討

地質リスク調査検討



地質リスクの列挙と
調査方針設定

 地質・地盤条件等の調査の方針決定にあたって
は、実施箇所の地形・地質から想定される概略
の地質・地盤条件及び構造物の配置等の事業の
特性を基に、その時点において想定される地
質・地盤リスクを列挙し、それぞれのリスク要
因となる地質・地盤条件を把握することが可能
となるよう調査の方法や数量の検討を行なう。

 現地で発現した事象は、右表で想定されていな
い軟弱地盤の切土の不安定化であり、この現地
に即したリスクの列挙と調査方針が必要といえ
る。

右上表：地質リスク調査検討業務発注ガイド 全国地質業協会連合会 P2より
右表：地質リスク低減のための調査・設計マニュアル(案) 令和3年3月版 近畿地方整備局 P9より引用



3. １次調査
調査ボーリング結果

 N=0～3の軟弱な堆積物（砂質粘土～シルト質
砂）が道路面に近接して厚く分布し、N=5～7の
緩い堆積物（礫混じりシルト質砂）が谷部後方
に分布することが判明。

 また水位は浅く、堆積物のほぼ中央に分布し、
下位の基盤岩はN=50以上を示すがD級の第3紀火
山礫凝灰岩で、風化が進行しており、岩盤とし
ては軟質・脆弱な基盤岩であることが判明。

 この基盤岩の起伏は、既往資料では破砕帯が近
接して分布する可能性が高いので、場合により
極端に凹凸がある可能性も否定できない

 軟弱土の分布形状と強度の把握が課題

N=5～7の堆積物

軟弱土の層厚変化を基盤岩の起伏が
左右する可能性あり

N=0～3軟弱土の堆積物

N=0の超軟弱土が
厚く分布
Max4m程度



１次調査時点のリスク列挙

 リスクについて列挙し、そのなかで、
1次調査段階で発生するリスクが大き

く、そのリスクに対して不明部分があ
る内容と、その把握のための調査を一
覧にした。

 2次調査では、

リスクが大について個別追加調査とし、

リスク小について資料調査とした。



4.２次調査
追加調査結果

 簡易動的コーン貫入試験

• 軟弱土の分布形状把握

 土質試験、X線回折

• 軟弱層の土の強度把握

• 斜面安定の勾配把握

 自然由来重金属

• 排土の場合に対策が必要な土か
どうかの素因の解明

 地下水位観測

• 地下水変動パターン

• 降雨時の上昇パターン

• 斜面崩壊の誘因解明
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地質・地盤条件等の調査
不確実性の整理（リスク大について）

 軟弱土分布における不確実性の把握

簡易貫入から軟弱土の分布を把握

 軟弱土を含む谷部堆積物の強度の整理

軟弱土の土質試験結果から強度評価

 強度低下の整理

→著しい強度低下を示す土ではない

 自然由来重金属

→環境問題を発生させる土砂ではない

 地下水変動 浅層地下水型

 関与する地下水 主体：浅層地下水 一部：深層地下水



5.リスクの抽出

 水位観測

（地下水変動パターンが不明

→降雨時の上昇パターンなど、斜面崩壊の誘因解明）

 X線回折（定方位法、非定方位法）

（強度低下しやすい土かどうかの素因の解明）

 自然由来重金属分析（含有量、溶出量）8項目

（排土の場合に対策が必要な土かどうかの素因の解明）

 土の力学試験（定圧一面せん断試験）

（N=0の超軟弱土N=5以上の土の強度の解明、

斜面安定の勾配把握）

 簡易動的コーン貫入試験

（軟弱土の分布形状把握）

No 内容 素因 誘因 発生リスク

1 超軟弱土
のすべり

N=0 の超軟弱土
集水地形
強度不足

切土
不安定勾配
地下水上昇

斜面崩壊
変形
構造物変形
地震時変形

2 軟弱土の
すべり

N=0～4 の軟弱土
集水地形
強度不足

切土
不安定勾配
地下水上昇

斜面崩壊
長期的クリープ
変成

3 地すべり
潜在地形

地すべり潜在 地下水上昇 地すべり移動
谷部への上載荷
重になる可能性

4 崩壊
・土石流

崩壊地形
・凹箇所

地下水上昇 崩壊・土石流発生
移動距離は比較
的小さい

5 強風化岩
・残積土
分布域

強風化土
母岩が泥質や凝灰
岩の場合、軟質化
著し可能性あり

地下水上昇 斜面崩壊

6 キレツ性
岩盤分布
域

流れ盤構造(断層、
層理面、節理面高
角受盤、変質、不
連続面など

地下水上昇 斜面崩壊

抽出リスク内容



6. リスクの特定

 リスクのタイプ【「発現事象」のタイプ分け例】

(a) 主に法面・自然斜面の不安定化に関わる事象

(b) 主に土石流・土砂流入による事象

(c) 落石に関わる事象

(d) 主に支持地盤の不確実性に関わる事象

(e) 主に沈下、液状化に関わる事象

(f) 地下水・土壌壌汚染に関わる事象

(g) トンネル掘削に関する特有の事象

右表より、超軟弱土～軟弱土のすべりを、

リスクとして特定する。

No 内容 素因・誘因 範囲と付随条件 発生リスクの可能性

1 超軟弱土のすべり N=0の超軟弱土
集水地形
強度不足
切土
不安定勾配

地下水上昇

道路面に面した切土 発現したリスク
可能性極めて大

２ 軟弱土のすべり N=0～4の軟弱土
集水地形
強度不足
切土
不安定勾配

地下水上昇

上記切土の奥の領域 上記に付随した領域で、
同様に可能性、大

3 地すべり潜在地形 地すべり潜在

地下水上昇
道路より遠隔で影響が
ない

可能性、小

4 崩壊・土石流 崩壊地形・凹箇所

地下水上昇
道路より離れた箇所で、
影響がない

可能性、小

5 強風化岩

・残積土分布域

強風化土

母岩が泥質や凝灰岩の場
合、軟質化著し可能性あ
り

地下水上昇

道路より離れた箇所で、
影響がない

可能性、小

6 キレツ性岩盤分布域 流れ盤構造(断層、層理面、

節理面高角受盤、変質、
不連続面など

地下水上昇

道路より離れた箇所で、
影響がない

可能性、小



7. リスク分析

 入手できる地質情報に基づいて、より重要度の
高い地質リスクから対応方針（リスクの回避、
低減、保有）を考えていく必要がある。

 事業関係者が共通認識をもって、後続業務や次
の事業段階に地質リスクを申し送りするために、
地質リスクの重要度をランク付けする。

 地質リスクランクは、一般的なリスクマネジメ
ントの方法を参考に、「影響の大きさ」と「発
生のしやすさ」による重みづけを行う。

地質リスクランク

＝「影響の大きさ」

×「発生のしやすさ」

 ランク付けの定義は、事業段階で異なると混乱
が生じる可能性があるため、リスクへの対応方
針は事業段階を通して統一した指標とする。

 地質リスクランクを決定するための「影響の大
きさ」や「発生のしやすさ」の閾値等は事業段
階に応じて検討する。

表）地質リスクのランク



8. リスク評価

低い【1】

（ほぼ発生しない）

中程度【2】

（発生するかもしれな

い）

高い【3】

（発生する）

指標値 N値＝15.1～ N値＝4.1～15 N値＝0~4

低い【1】
厚さ合計1ｍ以下

（無処理、表層処理） C C B

中程度【2】

厚さ合計1.1～3ｍ

（小規模な地盤改良・

掘削置換等）
C B A

高い【3】

厚さ合計3.1ｍ以上

（地盤改良：中間・深

層地盤改良等）
B A A

リスクの定性的な尺度：可能性の高さL（発生確率）

斜面安定が不安定化（すべりなど）する現象の発生しやすさ

程度

リ

ス

ク

の

許

容

度

：

影

響

E

不

安

定

化

が

コ

ス

ト

や

工

期

に

与

え

る

影

響

リスクの項目 切土斜面の不安定化(すべり)

リスクの位置や範囲 五十猛トンネル終点東斜面

リ ス ク の
内容

素因 N=0の超軟弱粘土が4ｍ分布

要因 道路切土により斜面1段形成

誘因 降雨による間隙水圧上昇

大きさ 斜面崩壊による道路封鎖や
人身事故

起こりやすさ 起こりやすい(極めて高い)

N=0の超軟弱粘土の谷部堆積物
谷部勾配1：20の土砂を
法面勾配1：1.2に切土
降雨時の小崩壊が生じ、
仮押さえ盛土対応済

評価の結果 リスクランク A

対応必要



リスクの指標



9. リスク対応評価
１次評価

対応方針と想定される8案

リスクの評定点より

地質リスクCの対策

 BOX 案

 部分地盤改良 案

 部分置き換え 案

 堰堤 案

これらについて

より詳細にリスクを評価



9. リスク対応評価
２次評価

施工時と施工後のリスク評価

 総合評価点を設定

 １位第３案部分置き換え案

 将来の地質リスクを考える
とBOX案が望ましいが、ほ

かの施工に影響する工期的
リスクにおいて評価点減点
⇒２位に。



10. 情報引継ぎ票

◆ 情報引継ぎ票の作成

継続業務へ向けた情報の

まとめを作成

◆ 今後の設計とモニタリング

 工法比較検討

 詳細設計

 施工時の監視モニタリング

求められる 

必要性能 

【場所】五十猛トンネル終点出口の東側谷部の切土斜面 

切土斜面の安定 

対策として排土する場合の環境安全性 

地質地盤の 

推定性能 

地層分布  a)軟弱土 N=4以下の地層分布 道路周辺で 4ｍ 後背地 1.5ｍ前後 

b)N=4.1以上の土砂層の分布 0～1.5ｍ程度 

土質強度  c)N=0の土質強度について  C=0kN/m2 φ=28°(長期排水強度) 

d)N=4.1以上の土砂の土質強度  C=2kN/m2 φ=28° 

地下水    e)関与する地下水種別      浅層地下水 

 f)地下水位上昇     豪雨時 HWL GL-0ｍ 

自然由来重金属 g)ひ素等の溶出  溶出なし（強風化帯ですでに溶出終了） 

地質リスク分析 

現状リスク分析 

発生のしやすさ、 N＝0～4：可能性高い  

N=4.1～15：可能性中位 

N=15.1～ ：可能性低い 

影響の大きさ、  層厚 3.1ｍ～ ：影響大きい 

           層厚 1.1～3.0ｍ：影響中位 

           層厚～1ｍ：   影響小さい 

 （道路土工軟弱地盤対策工指針Ｐ6 Ｐ195～196 による） 

対策リスク分析 〇長期的な安定勾配としては HWL GL-0ｍとする 

排水対策なしの場合 軟弱粘土 Fs＝1.2確保の勾配 1：5.94＝9.56° 

礫(砕石)  Fs＝1.2確保の勾配 1：2.86＝19.3° 

排水対策ありの場合 豪雨時ＧＬ－１．７ｍとして 

軟弱粘土 Fs＝1.2確保の勾配 1：3.51＝15.9° 

礫(砕石)  Fs＝1.2確保の勾配 1：2.01＝26.5° 

地下水より上の場合 軟弱粘土 Fs＝1.2確保の勾配 1：2.26＝23.9° 

礫(砕石)  Fs＝1.2確保の勾配 1：1.43＝35.0° 

○短期的施工時の安定勾配としては 平均 GL-1.64ｍとする 

排水対策なしの場合、 水位 GL-1.64ｍとする 

軟弱粘土 Fs＝1.05確保の勾配 1：3.11＝17.8° 

礫(砕石)  Fs＝1.05確保の勾配 1：1.77＝29.5° 

排水対策ありの場合、 水位 GL-1.64ｍ-1.7ｍ＝3.34ｍ≒3.00ｍとする 

軟弱粘土 Fs＝1.05確保の勾配 1：2.34＝23.1° 

礫(砕石)  Fs＝1.05確保の勾配 1：1.43＝35.0° 

地下水より上の場合 軟弱粘土 Fs＝1.05確保の勾配 1：1.97＝26.9° 

礫(砕石)  Fs＝1.05確保の勾配 1：1.25＝38.7° 

現状リスク評価  

リスクランク A 

対応必要 

 

 

 

低い【1】

（ほぼ発生しない）

中程度【2】

（発生するかもしれな

い）

高い【3】

（発生する）

指標値 N値＝15.1～ N値＝4.1～15 N値＝0~4

低い【1】
厚さ合計1ｍ以下

（無処理、表層処理） C C B

中程度【2】

厚さ合計1.1～3ｍ

（小規模な地盤改良・

掘削置換等）
C B A

高い【3】

厚さ合計3.1ｍ以上

（地盤改良：中間・深

層地盤改良等）
B A A

リスクの定性的な尺度：可能性の高さL（発生確率）

斜面安定が不安定化（すべりなど）する現象の発生しやすさ

程度

リ

ス

ク

の

許

容

度

：

影

響

E

不

安

定

化

が

コ

ス

ト

や

工

期

に

与

え

る

影

響

リスク対応 

1次評価基準 

【発生しやすさ指標】 

排水対策×：3：なし：スベリが発生する（可能性高い） 

排水対策△：2：あり（表流水のみ）：スベリの発生確率がやや低くなる(可能性中位) 

排水対策〇：1：あり（地下水排水工）：スベリの発生確率が低くなる（可能性低い） 

安定勾配×：3：が確保できない：スベリが発生する（可能性高い） 

安定勾配△：2：がほぼ確保できる：スベリの発生確率がやや低くなる(可能性中位) 

安定勾配〇：1：が確保できる：スベリの発生確率が低くなる（可能性が低い） 

 

【対策のコストや工期に係る指標：影響大きさ】 

面積×：3：大きい （例外的に極端に大××：4） 

面積△：2：中位 

面積〇：1：小さい 

構造物×：3：（剛性構想物）BOXや橋梁など （例外的に極端に大××：4） 

構造物△：2：（中間構想物）改良土やソイルセメント、無筋コンクリートなどコスト中 

構造物〇：1：（塑性構造物）土砂や砕石などコスト小 

施工性難易度×：3：大きい(軟弱地盤施工が困難) （例外的に極端に大××：4） 

施工性難易度△：2：中位（軟弱地盤施工が不可能ではない） 

施工性難易度〇：1：小さい（軟弱地盤施工は可能） 

 

1次評価 対策案 発 生 し

やすさ 

コスト工期 リスク評価 

 

平均 

掛け算評点 

超軟弱土 

現地整合性 

排

水

対

策 

安

定

勾

配 

面

積 

構

造

物 

施

工 

1）杭 3 1 1 3 4 5.4  A 変形極大 

2)アンカー 1 3  1 3 3 4.6  B 変形極大 

3）押え盛土 2 1 4 4 4 6.0  A 道路変更 

4）全排土 2 1 4 3 3 5.0  A 側面構造物 

5）BOX 2 1 1 3 1 2.6  C  

6）部分地盤改良 1 1 1 2 3 2.0  C  

7）部分置き換え 1 1 1 1 2 1.3  C  

8）堰堤 2 1 1 2 2 2.6  C  

リスク評価 A：5点～  B：3～4点  C:1～2点 

リスクの低い、上記 C評価の 4 工法選定 

 

 



10. 情報引継ぎ票

◆ 情報引継ぎ票の作成

継続業務へ向けた情報の

まとめを作成

◆ 今後の設計とモニタリング

 工法比較検討

 詳細設計

 施工時の監視モニタリング


